
法案成立率は戦後最悪の31％。国会審議もまともにできず、党内を統治できない政権に国家を統治できる
わけがありません。民主党・野田内閣は役割を終えているのです。
国の建て直しのために、今こそ政治の出直しが必要です。

民
主
党
政
権
の
国
政
運
営
能
力
は
限
界
を
超

え
、
も
は
や
末
期
症
状
と
な
っ
て
い
ま
す
。

今
号
で
は
埼
玉
第
２
選
挙
区
・
新
藤
義
孝
支

部
長
よ
り
内
政
・
外
政
両
面
か
ら
野
田
政
権
の

問
題
点
を
指
摘
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

6
月
15
日
、
自
民
・
公
明
・
民
主
各
党

は
「
社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
関
連
法
案
」

に
つ
い
て
合
意
し
、
私
た
ち
自
民
党
が
求

め
た
修
正
を
行
い
、
国
会
の
会
期
末
で
あ

る
21
日
ま
で
に
法
案
を
採
決
・
可
決
さ
せ

る
約
束
を
し
ま
し
た
。

そ
の
後
の
民
主
党
の
約
束
破
り
や
、
小

沢
一
郎
元
代
表
と
鳩
山
由
紀
夫
元
首
相
ら

に
よ
る
大
量
造
反
と
、
分
裂
・
離
党
騒
ぎ

は
み
な
さ
ま
ご
承
知
の
と
お
り
で
す
。

あ
ま
り
の
混
乱
振
り
に
国
会
も
世
間
も

麻
痺
状
態
と
な
り
、
首
相
の
リ
ー
ダ
ー
シ

ッ
プ
不
在
も
政
党
間
の
約
束
が
平
然
と
破

ら
れ
る
こ
と
も
、
国
会
が
空
転
し
て
い
る

こ
と
も
大
し
た
問
題
に
な
り
ま
せ
ん
。

党
首
が
約
束
し
た
こ
と
に
党
内
が
従
わ

ず
、
大
量
の
造
反
・
離
党
を
出
す
事
態
は
、

も
は
や
民
主
党
が
統
治
能
力
を
失
っ
て
い

る
証
で
す
。

選
挙
公
約
（
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
）
に
反
す

る
政
策
を
実
施
す
る
法
案
を
成
立
さ
せ
る

こ
と
は
、
国
民
が
寄
せ
た
期
待
と
信
頼
に

対
す
る
重
大
な
裏
切
り
と
な
り
ま
す
。

民
主
党
・
野
田
首
相
は
、
政
権
の
基
盤

が
消
滅
し
た
状
態
で
、
こ
れ
か
ら
一
体
何

を
し
よ
う
と
い
う
の
で
し
ょ
う
か
？

自
民
党
が
修
正
を
求
め
3
党
が
合
意
し

た
「
社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
」
法
案
の

中
味
を
ご
報
告
し
ま
す
。

少
子
高
齢
化
が
大
き
く
進
む
わ
が
国
に

お
い
て
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
を
確

立
す
る
と
共
に
、
世
界
各
国
が
経
済
財
政

危
機
に
直
面
す
る
中
で
日
本
が
財
政
再
建

と
経
済
成
長
の
両
立
に
よ
る
再
生
を
果
た

す
こ
と
は
、
国
内
は
も
と
よ
り
国
際
的
に

も
極
め
て
重
要
な
責
任
で
す
。

○
自
助
・
共
助
・
公
助
の
適
切
な
バ
ラ
ン

ス
に
留
意
し
、
自
立
を
家
族
の
助
け
合

い
な
ど
で
支
援
し
て
い
く
。

○
税
金
や
社
会
保
険
料
を
納
付
す
る
者
の

立
場
に
立
っ
て
負
担
の
増
大
を
抑
制
し

つ
つ
持
続
可
能
な
制
度
と
す
る
。

○
社
会
保
障
給
付
の
公
費
負
担
費
用
は
消

費
税
収
を
主
要
な
財
源
と
す
る
。

○
年
金
、
医
療
保
険
、
介
護
保
険
制
度
は

「
社
会
保
険
制
度
を
基
本
」
と
す
る
。

○
少
子
化
対
策
は
、
単
に
子
育
て
支
援
に

と
ど
ま
ら
ず
、
就
労
、
出
産
、
育
児
等
、

各
段
階
に
応
じ
た
支
援
を
広
く
行
う
。

○
総
合
こ
ど
も
園
は
創
設
せ
ず
、
現
行
の

認
定
こ
ど
も
園
を
拡
充
す
る
。

○
生
活
保
護
制
度
を
見
直
し
、
不
正
受
給

へ
の
厳
格
な
対
処
、
生
活
扶
助
、
医
療

費
扶
助
等
の
給
付
水
準
適
正
化
、
就
労

の
促
進
な
ど
、
自
助
を
基
本
と
す
る
。

民
主
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
基
づ
く
、

税
方
式
の
最
低
保
障
年
金
制
度
の
創
設

や
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
廃
止
法
案

を
国
会
に
提
出
す
る
方
針
は
白
紙
と
な

り
、
事
実
上
の
撤
回
と
な
り
ま
し
た
。

年
金
や
医
療
制
度
の
改
革
は
法
案
成
立

後
に
設
置
さ
れ
る
「
社
会
保
障
改
革
国
民

会
議
」
の
議
論
を
経
て
法
制
上
の
措
置
を

講
じ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
す
。

私
た
ち
が
こ
れ
ま
で
主
張
し
て
き
た
と

お
り
、
消
費
税
率
を
5
％
引
き
上
げ
10
％

と
す
る
こ
と
と
し
、
時
期
と
し
て
、
2
0

1
4
年
4
月
に
8
％
、
2
0
1
5
年
10
月

に
10
％
と
す
る
こ
と
に
し
ま
し
た
。

消
費
税
の
引
き
上
げ
は
経
済
状
況
を
勘

案
す
る
こ
と
と
し
、
自
民
党
の
主
張
に
よ

り
法
案
の
景
気
条
項
に
「
成
長
戦
略
や
事

前
防
災
、
減
災
等
に
資
す
る
分
野
に
資
金

を
重
点
的
に
配
分
し
、
我
が
国
経
済
の
成

長
等
に
向
け
た
施
策
を
検
討
す
る
」
こ
と

を
盛
り
込
み
ま
し
た
。

「
簡
素
な
給
付
措
置
」
を
自
民
党
の
提

案
に
よ
り
8
％
引
き
上
げ
段
階
か
ら
実
施

民
主
党
の
分
裂
で
国
会
は
機
能
不
全

社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
の
合
意
と
は
？

社
会
保
障
制
度
の
基
本
的
考
え
方

民
主
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
は
事
実
上
の
撤
回

消
費
税
の
税
率
と
、
引
き
上
げ
時
期

経
済
状
況
へ
の
配
慮

低
所
得
者
・
中
小
企
業
事
業
者
へ
の
配
慮



す
る
と
と
も
に
、「
複
数
税
率
」
と
「
給
付
付
き
税
額
控

除
」
を
並
列
で
検
討
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

中
小
企
業
事
業
者
に
と
っ
て
適
正
な
消
費
税
の
転
嫁

を
行
え
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
政
府
案
に

は
な
か
っ
た
「
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
を
可
能
と
す
る

立
法
措
置
」
を
盛
り
込
み
ま
し
た
。

今
回
の
3
党
合
意
法
案
は
、
こ
れ
か
ら
実
施
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」
に
つ

い
て
、
そ
の
決
定
す
る
手
順
と
準
備
、
実
施
時
期
を
定

め
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
な
の
で
す
。

1．

法
案
が
成
立
す
る
と
、
ま
ず
「
社
会
保
障
改
革
国

民
会
議
」が
設
置
さ
れ
、一
年
か
け
て（
＝
2
0
1
3

年
8
月
頃
ま
で
に
）
あ
る
べ
き
年
金
や
医
療
制
度

が
議
論
さ
れ
、
内
容
が
決
ま
り
ま
す
。

2．

そ
れ
を
受
け
て
必
要
な
財
源
が
明
確
に
な
り
、
充

当
す
べ
き
税
制
の
改
正
範
囲
や
規
模
が
明
ら
か
に

な
り
ま
す
。

3．

国
民
の
税
負
担
を
引
き
上
げ
る
に
は
、
経
済
状
況

の
好
転
見
込
み
が
立
た
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、そ
の
た

め
の
景
気
対
策
を
政
府
は
前
も
っ
て
実
施
し
ま
す
。

4．

こ
う
し
た
手
順
を
踏
ん
だ
の
ち
に
、
政
府
は
税
率

引
き
上
げ
時
期
の
半
年
前（
＝
2
0
1
3
年
10
月
頃
）

を
目
途
に，

経
済
状
況
等
を
勘
案
し
、
総
合
的
な

最
終
判
断
を
行
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の
で
す
。

私
が
か
ね
て
よ
り
申
し
上
げ
て
お
り
ま
す
「
衆
議
院

を
解
散
し
、
新
た
に
国
民
の
信
を
得
た
政
党
と
議
員
に

よ
る
政
権
を
作
る
べ
き
だ
」
と
い
う
理
由
の
最
大
ポ
イ

ン
ト
が
こ
こ
に
あ
り
ま
す
。

現
在
の
私
た
ち
衆
議
院
議
員
の
任
期
は
2
0
1
3
年

の
8
月
ま
で
な
の
で
す
。

任
期
切
れ
が
確
定
し
て
い
る
政
権
と
議
員
が
社
会
保

障
の
新
し
い
制
度
を
決
め
て
し
ま
っ
て
良
い
の
で
し
ょ

う
か
？

ま
し
て
や
与
党
と
し
て
統
治
能
力
を
失
っ
て
い
る
政

党
と
、
そ
の
代
表
が
首
相
を
務
め
る
政
権
が
、
国
民
と

の
約
束
を
反
故
に
し
た
状
態
の
ま
ま
、
財
政
負
担
を
伴

う
新
た
な
経
済
対
策
や
、
新
た
な
社
会
保
障
制
度
と
い

う
国
家
の
重
大
政
策
を
決
め
て
良
い
訳
が
あ
り
ま
せ
ん
。

来
年
秋
の
消
費
税
引
き
上
げ
の
政
府
最
終
判
断
を
、

現
・
野
田
政
権
が
行
う
こ
と
は
絶
対
に
あ
り
得
な
い
の

で
す
。

従
っ
て
、
今
回
の
消
費
税
関
連
法
案
を
成
立
さ
せ
た

段
階
で
、
現
在
の
野
田
政
権
と
私
た
ち
衆
議
院
議
員
は

一
旦
役
割
を
終
わ
ら
せ
る
べ
き
と
私
は
考
え
ま
す
。

民
主
党
・
野
田
政
権
は
、
3
党
合
意
に
則
っ
て
消
費

税
関
連
法
案
を
参
議
院
で
可
決
・
成
立
さ
せ
た
な
ら
ば
、

「
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
反
し
て
も
、
や
る
べ
き
こ
と
を
や
り

き
っ
た
」
の
だ
か
ら
、
自
分
の
政
権
が
決
定
し
た
結
果

に
つ
い
て
国
民
に
信
を
問
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

仮
に
、
参
議
院
審
議
で
小
沢
新
党
や
鳩
山
グ
ル
ー
プ

の
活
動
に
よ
り
3
党
合
意
が
破
ら
れ
法
案
が
修
正
も
し

く
は
不
成
立
と
な
れ
ば
、
自
民
党
は
そ
う
し
た
無
責
任

政
権
相
手
の
国
会
審
議
を
行
え
る
訳
が
な
く
、
迷
い
な

く
不
信
任
案
を
突
き
つ
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

野
田
政
権
は
、
消
費
税
法
案
を
成
立
さ
せ
て
も
、
さ

せ
ら
れ
な
く
て
も
、
衆
議
院
を
解
散
せ
ざ
る
を
得
な
い

の
で
す
。

会
期
を
無
理
矢
理
に
延
長
し
た
国
会
で
は
、
6
月
26

日
に
衆
議
院
本
会
議
を
開
催
以
降
、
3
週
間
に
わ
た
っ

て
国
会
が
ま
と
も
に
開
か
れ
て
お
り
ま
せ
ん
。

今
（
第
180
）
国
会
で
は
内
閣
提
出
の
法
案
が
新
規
と

前
国
会
か
ら
の
継
続
法
案
併
せ
て
、
105
本
出
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
成
立
は
現
状
わ
ず
か
33
本
で
す
。

法
案
成
立
率
31.4
％
は
過
去
最
悪
の
鳩
山
内
閣
の
54.5
％

を
さ
ら
に
下
回
り
、
日
本
国
政
府
は
機
能
不
全
を
超
え

機
能
停
止
状
態
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

し
か
も
民
主
党
の
造
反
・
分
裂
劇
は
、
今
後
さ
ら
に

激
化
す
る
見
通
し
で
す
。

原
発
再
稼
働
問
題
や
米
軍
の
オ
ス
プ
レ
イ
導
入
問
題

な
ど
へ
の
政
権
の
稚
拙
な
取
り
組
み
は
、
目
を
覆
う
ば

か
り
で
す
。

こ
の
日
本
政
府
の
弱
体
・
脆
弱
化
に
つ
け
込
む
よ
う

に
、
ロ
シ
ア
・
韓
国
・
中
国
は
外
交
姿
勢
を
強
め
、
日

本
は
政
権
交
代
以
降
の
わ
ず
か
2
年
半
で
国
益
を
大
き

く
損
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。

政
府
最
大
の
責
務
は
予
算
執
行
で
す
が
、
財
源
の
特

例
公
債
法
案
は
審
議
入
り
す
ら
で
き
て
い
ま
せ
ん
。
そ

の
よ
う
な
政
権
に
、
新
た
な
財
源
を
伴
う
補
正
予
算
編

成
を
委
ね
ら
れ
る
訳
が
あ
り
ま
せ
ん
。

今
こ
そ
野
田
首
相
は
、
自
ら
が
発
言
し
た
「
捨
て
石

に
な
る
」
時
だ
と
思
い
ま
す
。
国
政
の
最
高
責
任
者
と

し
て
「
滅
私
報
国
」
の
行
動
を
期
待
し
ま
す
。

3
党
合
意
法
案
は
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
」

税
率
引
き
上
げ
の
判
断
は
新
政
権
が

法
案
が
成
立
で
も
、
不
成
立
で
も
解
散

統
治
能
力
を
喪
失
し
た
戦
後
最
悪
の
政
権

2012
・
7
・
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2012.7.20 衆議院議員　新藤義孝作成

役割を終える民主党・野田政権！　～ 一刻も早い解散・総選挙が必要な理由 ～
民主党の分裂　→　政権統治能力の喪失

○社会保障給付の公費負担費用は消費税収を主要な財源とする。
○年金、医療保険、介護保険制度は「社会保険制度を基本」とする。
○総合こども園は創設せず、現行の認定こども園を拡充する。
○生活保護制度を見直し、不正受給への厳格な対処、生活扶助、医療
費扶助等の給付水準適正化、就労の促進など自助を基本とする。

社会保障・税改革、子育て支援の基本的考え方

消費税の税率と引き上げ時期を決定
・社会保障と税一体改革関連法案への大量造反（反対・棄権含め70人）。
・小沢グループの離脱、党内反対派が公然と活動。
・衆・参議員の離党の流れ止まらず。（→離党者　衆参57人超）

・税率は10％に。H26年4月→8％、H27年10月→10％。
・最終判断は経済状況等を総合的に勘案し、その時の政権が行う。

法案成立率は戦後最悪の31.4％（鳩山内閣54.5％を更新）

・「税方式の最低保障年金制度の創設」の25年度国会提出、及び
「後期高齢者医療制度の廃止法案」の24年度国会提出は見送る。
・新たな社会保障制度は「社会保障改革国民会議」（法案成立後に設置）
の議論を経て法制上の措置を講じる。

3党合意により民主党マニフェストは事実上の撤回

経済状況への配慮　←　自民党提案で追加
・成長戦略や事前防災、減災等に資する分野に資金を重点的に配分す
ることなど、経済成長に向けた施策を実施。

低所得者・中小事業者への配慮　←　自民党提案で追加
・「簡素な給付措置」の実施。「複数税率」と「給付付き税額控除」を検討。
・中小事業者にとって適正な消費税の転嫁を法制化。

3党合意法案は「プログラム法」

新規提出数
＋継続数

105（82＋23）

新規成立数
＋継続成立数

33（29＋4）

（新規＋継続）
成立率

31.4%

消
費
税
８
％
実
施

24.8 24.10～11 25.4 25.8 25.8～9 25.10 26.4

○消費税関連法案が 成立
「マニフェストに反してもやるべきことを
やりきった（野田首相）」民主党政権は
国民に信を問わなければならない。

○消費税関連法案が 不成立
小沢新党や民主党内反対派により法案が
不成立となるなど、３党合意が破られた
場合、自民党は内閣不信任案等を提出。

消
費
税
引
き
上
げ
最
終
判
断

新
し
い
社
会
保
障
制
度
の
決
定

（
必
要
財
源
額
が
確
定
）

防
災
対
策

経
済
対
策

社
会
保
障
国
民
会
議
の
設
置

法
案
成
立
を
予
定

解散・総選挙は
野田内閣の役割

新
年
度
予
算

追
加
予
算
措
置

（最終判断はH25年10月頃）

解
散
・
総
選
挙
？

衆
議
院
任
期
　
　

総
選
挙



北
方
領
土
、
竹
島
、
尖
閣
諸
島
な
ど
わ
が
国
の
領
土
・
主
権
が
か
つ
て
な
い
ほ
ど
に
他
国

か
ら
脅
か
さ
れ
、
揺
ら
い
で
い
ま
す
。
状
況
立
て
直
し
の
た
め
に
、
一
刻
も
早
い
国
家
体

制
の
整
備
と
国
策
変
更
が
必
要
で
す
。

「
国
家
」を
成
立
さ
せ
る
に
は
3
つ
の
要
素
が
あ
る
と

言
わ
れ
て
い
ま
す
。

①
国
民
意
識
の
統
合

②
領
土
の
保
全

③
主
権
の
確
立

政
権
交
代
か
ら
3
年
が
経
過
し
よ
う
と
す
る
中
、
わ

が
国
を
形
成
す
る
領
土
や
主
権
が
か
つ
て
な
い
ほ
ど
に

他
国
か
ら
脅
か
さ
れ
、
揺
ら
い
で
い
ま
す
。

現
在
の
日
本
政
府
が
国
家
の
基
本
問
題
を
お
ろ
そ
か

に
し
、
外
交
対
処
能
力
に
欠
け
て
い
る
、
と
他
国
か
ら

評
価
さ
れ
る
こ
と
は
、
わ
が
国
の
国
益
を
計
り
知
れ
な

い
ほ
ど
貶
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

実
際
、
民
主
党
政
権
に
な
っ
て
か
ら
の
日
本
は
、
金

融
、
気
候
変
動
、
平
和
構
築
な
ど
重
要
な
国
際
テ
ー
マ

で
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
た
例
は
皆
無
な
の
で
す
。

7
月
3
日
、
ロ
シ
ア
の
メ
ド
ベ
ー
ジ
ェ
フ
首
相
は
不

法
占
拠
中
の
わ
が
国
領
土
・
国
後
島
を
訪
問
し
ま
し
た
。

メ
ド
ベ
ー
ジ
ェ
フ
は
大
統
領
時
代
の
2
0
1
0
年
11
月

に
続
き
、
二
度
目
の
訪
問
で
す
。

同
首
相
は
国
後
滞
在
中
に
「
一
寸
た
り
と
も
領
土
は

渡
さ
な
い
」「
日
本
国
民
は
怒
り
で
酒
も
喉
を
通
ら
な
い

だ
ろ
う
」
な
ど
、
こ
れ
ま
で
の
交
渉
を
無
視
し
た
わ
が

国
に
対
す
る
侮
辱
的
な
発
言
を
繰
り
返
し
「
日
本
の
反

発
に
は
全
く
関
心
が
な
い
」
と
ま
で
言
い
切
り
ま
し
た
。

日
本
は
ロ
シ
ア
政
府
に
対
し
外
交
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
通

じ
、
極
め
て
高
い
レ
ベ
ル
か
ら
事
前
に
訪
問
を
止
め
る
よ

う
申
し
入
れ
て
お
り
ま
し
た
が
、
一
顧
だ
に
さ
れ
る
こ
と

な
く
平
然
と
訪
問
を
強
行
さ
れ
て
し
ま
っ
た
の
で
す
。

事
態
が
深
刻
な
の
は
、
こ
れ
ま
で
日
・
ロ
間
に
存
在

し
た
領
土
問
題
に
関
す
る
外
交
的
配
慮
が
、
つ
い
に
全

く
発
揮
さ
れ
な
く
な
っ
て
し
ま
っ
た
こ
と
で
す
。

私
は
7
月
4
日
自
民
党
・
領
土
特
命
委
員
会
を
開
催

し
、
ロ
シ
ア
首
相
の
国
後
訪
問
に
抗
議
す
る
決
議
を
ま

と
め
ま
し
た
。

①
外
務
大
臣
声
明
を
出
し
、
国
家
と
し
て
抗
議
の
意
志

を
明
確
に
す
る
こ
と

②
駐
ロ
シ
ア
日
本
大
使
を
呼
び
戻
し
、
事
情
を
聴
取
す

る
こ
と

③
予
定
さ
れ
て
い
る
外
務
大
臣
の
ロ
シ
ア
訪
問
を
見
合

わ
せ
る
こ
と

④
北
方
領
土
を
ロ
シ
ア
に
よ
る「
不
法
占
拠
」と
呼
ば
な

い
な
ど
の
、
対
ロ
シ
ア
外
交
方
針
を
再
考
す
る
こ
と

7
月
5
日
に
は
外
務
省
に
出
向
き
、
こ
れ
ら
の
内
容

を
直
接
玄
葉
大
臣
に
申
し
入
れ
ま
し
た
が
、
現
在
ま
で

に
政
府
は
何
一
つ
行
動
を
起
こ
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

そ
れ
ど
こ
ろ
か
外
務
大
臣
は
、
7
月
28
日
に
予
定
通

り
ロ
シ
ア
の
保
養
地
ソ
チ
に
出
か
け
、
日
・
ロ
外
相
会

談
を
行
い
、
プ
ー
チ
ン
大
統
領
と
の
面
会
も
期
待
し
て

い
る
、
な
ど
と
発
表
す
る
始
末
で
す
。

自
国
の
領
土
に
勝
手
に
上
陸
さ
れ
な
が
ら
、
明
確
な

抗
議
や
対
抗
行
動
も
起
こ
さ
ず
、
予
定
通
り
外
交
が
行

わ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
ロ
シ
ア
は
さ
ら
に
手
前
勝
手
な
行

動
を
エ
ス
カ
レ
ー
ト
さ
せ
、
北
方
領
土
交
渉
そ
の
も
の

を
有
名
無
実
化
さ
せ
よ
う
と
す
る
に
違
い
あ
り
ま
せ
ん
。

ロ
シ
ア
メ
デ
ィ
ア
は
日
本
の
反
発
を
「
形
式
的
」
と

し
、「
領
土
交
渉
は
発
展
せ
ず
貿
易
経
済
関
係
が
拡
大
す

る
だ
ろ
う
」「
両
国
の
批
判
の
応
酬
は
歌
舞
伎
政
治
劇
場

だ
」
な
ど
、
日
本
を
軽
視
し
た
報
道
を
流
し
て
い
ま
す
。

民
主
党
政
権
の
外
交
対
処
は
、
ロ
シ
ア
側
に
完
全
に

誤
っ
た
メ
ッ
セ
ー
ジ
と
な
っ
て
伝
わ
っ
て
し
ま
っ
て
い

る
の
で
す
。

竹
島
問
題
で
も
許
せ
な
い
動
き
が
あ
り
ま
し
た
。
6

月
28
日
、
韓
国
の
与
党
・
セ
ヌ
リ
党
の
代
表
最
高
委
員

な
ど
国
会
議
員
6
人
が
竹
島
を
訪
問
し
た
の
で
す
。

党
代
表
国
会
議
員
に
よ
る
竹
島
訪
問
は
、
昨
年
8
月

14
・
15
日
に
予
定
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
私
が
8
月
1

日
に
韓
国
・
鬱
陵
島
を
視
察
し
よ
う
と
し
て
、
ソ
ウ
ル

金
浦
空
港
で
入
国
禁
止
措
置
を
受
け
る
な
ど
の
大
騒
動

を
う
け
て
中
止
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

私
は
6
月
27
日
の
夜
遅
く
に
竹
島
訪
問
計
画
を
伝
え

る
韓
国
側
記
事
に
気
が
付
き
、
翌
朝
、
外
務
省
に
韓
国

側
へ
中
止
申
し
入
れ
す
る
よ
う
要
請
し
ま
し
た
。

外
務
省
は
午
前
中
に
在
韓
日
本
大
使
館
よ
り
韓
国
の

外
交
通
商
部
に
中
止
要
請
を
行
い
ま
し
た
が
、
そ
の
日

の
午
後
、
韓
国
の
国
会
議
員
た
ち
は
予
定
を
変
更
す
る

こ
と
な
く
竹
島
へ
上
陸
し
た
の
で
す
。

韓
国
は
竹
島
の
不
法
占
拠
を
強
化
す
る
た
め
に
、
自

民
党
政
権
時
代
に
計
画
し
な
が
ら
実
行
で
き
な
か
っ
た

地
上
15
階
建
て
相
当
の
海
洋
科
学
基
地
の
工
事
を
進
め

て
お
り
、
五
千
ト
ン
の
旅
客
船
が
接
岸
で
き
る
大
桟
橋

領
土
・
主
権
問
題
は
国
家
成
立
の
基
本

ロ
シ
ア
首
相
が
国
後
島
を
訪
問
強
行

中
止
要
請
を
完
全
無
視
さ
れ
た
日
本

何
も
対
処
で
き
な
い
民
主
党
政
権

「
歌
舞
伎
政
治
劇
場
」
と
な
じ
ら
れ

韓
国
・
国
会
議
員
が
竹
島
を
訪
問



も
設
計
中
で
す
。

日
本
政
府
は
こ
う
し
た
わ
が
国
領
土
に
対
す
る
あ
か

ら
さ
ま
な
侵
害
に
も
毅
然
と
し
た
対
処
が
で
き
ず
、
今

や
韓
国
は
日
本
の
形
式
的
な
対
応
に
見
向
き
も
し
な
く

な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。

そ
し
て
、
竹
島
で
の
大
き
な
動
き
か
ら
目
を
そ
ら
さ

せ
る
か
の
よ
う
に
、
米
国
で
慰
安
婦
碑
の
建
設
を
行
っ

た
り
、
日
本
海
を
東
海
と
呼
ぶ
べ
き
だ
、
な
ど
と
い
う

虚
構
を
世
界
に
振
り
ま
い
て
い
る
の
で
す
。

尖
閣
を
め
ぐ
る
状
況
も
さ
ら
に
深
刻
さ
を
増
し
て
い

ま
す
。

7
月
11
・
12
日
、
2
日
続
け
て
中
国
の
漁
業
監
視
船

4
隻
が
尖
閣
周
辺
の
わ
が
国
領
海
内
に
侵
入
し
ま
し
た
。

海
上
保
安
庁
の
巡
視
船
が
退
去
す
る
よ
う
無
線
を
入

れ
る
と
、
中
国
船
は
「
こ
こ
は
中
国
の
領
海
で
あ
り
、

我
々
は
正
当
な
活
動
を
行
っ
て
い
る
。
妨
害
す
る
な
。

日
本
船
は
中
国
の
海
か
ら
直
ち
に
退
去
せ
よ
」
と
主
張

し
て
き
た
と
い
う
の
で
す
。

中
国
公
船
の
主
張
の
後
半
部
分
「
日
本
船
は
退
去
せ

よ
」
は
今
回
か
ら
使
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

中
国
は
、
2
年
前
の
漁
船
衝
突
事
件
を
契
機
に
月
一

回
の
ペ
ー
ス
で
政
府
関
係
船
を
差
し
向
け
、
着
実
に
尖

閣
周
辺
の
活
動
態
勢
を
強
化
し
て
い
ま
す
。

2
年
前
に
は
尖
閣
諸
島
の
領
海
周
辺
の
接
続
水
域
は

1
隻
で
や
っ
て
き
て
、
海
保
巡
視
船
に
追
い
出
さ
れ
て

い
た
の
で
す
。

そ
れ
が
今
や
日
本
の
領
海
内
に
日
本
と
同
じ
態
勢
で

堂
々
と
侵
入
し
、
日
本
が
中
国
に
向
け
た
主
張
と
同
じ

主
張
を
、
日
本
の
海
保
巡
視
船
に
向
か
っ
て
言
い
放
つ

よ
う
に
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
の
で
す
。

7
月
4
日
に
は
、
台
湾
の
民
間
活
動
家
が
尖
閣
の
領

海
に
侵
入
し
ま
し
た
が
、
振
り
か
ざ
し
た
の
は
中
国
国

旗
で
し
た
。

中
国
政
府
高
官
の
「
尖
閣
は
核
心
的
利
益
」
発
言
に

加
え
、
中
国
海
洋
局
幹
部
か
ら
は
「
尖
閣
問
題
で
日
本

と
一
戦
交
え
る
こ
と
も
辞
さ
な
い
」
と
の
発
言
も
伝
え

ら
れ
て
い
ま
す
。

日
本
政
府
が
従
来
か
ら
の
尖
閣
諸
島
管
理
方
針
を
変

更
で
き
ず
、
手
を
こ
ま
ね
い
て
い
る
間
に
、
中
国
は

着
々
と
実
力
行
使
を
重
ね
、
様
々
な
手
を
使
っ
て
挑
発

と
威
嚇
を
繰
り
返
し
て
い
る
の
で
す
。

外
交
能
力
が
欠
如
し
た
政
府
を
持
つ
恐
ろ
し
さ
が
伝

わ
っ
た
で
し
ょ
う
か
？

現
在
の
民
主
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
は
、
領
土
・
主
権

問
題
の
項
目
す
ら
な
い
の
で
す
。

私
は
次
期
衆
議
院
総
選
挙
で
発
表
す
る
自
民
党
公
約

に
、
領
土
・
主
権
問
題
の
立
て
直
し
に
向
け
た
具
体
的

提
案
を
書
き
こ
み
ま
し
た
。

○
担
当
政
府
組
織
の
設
置

・
国
家
と
し
て
取
り
組
み
を
強
化
す
る
た
め
に
、
内
閣

府
設
置
法
を
改
正
し「
領
土
・
主
権
問
題
対
策
本
部

（
仮
称
）」
を
政
府
に
設
置
し
ま
す
。

○
歴
史
的
・
学
術
的
な
調
査
・
研
究
を
行
う
機
関
の
新
設

・
新
機
関
は
研
究
成
果
を
活
用
し
、
国
内
及
び
国
際
社

会
に
対
し
、
法
と
歴
史
に
基
づ
く
日
本
の
主
張
に
つ

い
て
普
及
・
啓
発
、
広
報
活
動
を
行
い
ま
す
。

○
国
境
離
島
の
適
切
な
振
興
・
管
理
に
資
す
る
「
特
定

国
境
離
島
保
全
・
振
興
法
」、「
無
人
国
境
離
島
管
理

法
」（
国
会
提
出
済
）
な
ど
の
法
整
備

○
尖
閣
諸
島
の
有
人
化
と
海
の
有
効
利
用

・
安
定
的
な
維
持
管
理
の
た
め
の
国
有
化
（
東
京
都
と

の
連
携
）

こ
れ
ら
の
実
現
に
は
政
権
交
代
が
必
要
で
す
。
も
は

や
一
刻
の
猶
予
も
許
さ
れ
な
い
の
で
す
。

わ
が
国
の
領
土
と
主
権
を
守
り
、
失
わ
れ
た
国
際
社

会
か
ら
の
信
頼
を
取
り
戻
す
た
め
に
も
、
領
土
問
題
に

関
す
る
新
た
な
国
家
体
制
整
備
と
国
策
変
更
を
求
め
、

必
死
で
活
動
し
て
ま
い
り
ま
す
。

尖
閣
で
は
中
国
船
が
海
保
に
「
退
去
せ
よ
」

挑
発
と
威
嚇
を
繰
り
返
す
中
国

次
期
公
約
に
領
土
政
策
の
立
て
直
し
策
が

2012
・
7
・
30

週
刊
新
藤
249
号
よ
り

■新藤義孝PROFILE■
○昭和33年川口生まれ。
当選４回。衆院決算・行政監視
委員長、経済産業副大臣、
外務･総務大臣政務官等を歴任。
自民党･領土特命委員長代理、
Ｊ－ＮＳＣ事務局長、
埼玉県連会長、
川口ふたば幼稚園・園長

自民党埼玉県第２選挙区支部
〒332－0034 川口市並木1－10－22
TEL.048－254－6000 FAX.048－254－5550

新藤義孝ホームページ URL  http://www.shindo.gr.jp

2012.8.16 衆議院議員　新藤義孝作成

私が領土・主権問題に取り組む理由　－ 新たな国家体制整備と国策変更を！－

ロシア首相が国後島に上陸
・7月3日、メドベージェフ首相が大統領
時代に続き、二度目の上陸。
・「一寸たりとも領土は渡さない」と発言。
・日本政府の中止要請は一顧だにされず。
→日・ロ間に存在した外交的配慮が消失。

韓国大統領が竹島に上陸
・8月10日、李明博大統領が竹島に上陸。
・韓国大統領として戦後初となる暴挙。
・日本政府の中止申し入れは無視される。
・不法占拠と呼ばず明確な抗議を行わない
民主党外交の行き着く果て。

尖閣では中国監視船が海保に「中国領海から退去せよ」
・7月11・12日、中国漁業監視
船が尖閣諸島周辺のわが国領
海内に侵入。

・海保・巡視船の退去警告に、
中国船「ここは中国の領海で
あり、正当な活動を行ってい
る。妨害するな。日本船は中
国の海からただちに退去せよ」
と初めて主張。

領土と主権を守り、国際社会からの信頼を取り戻すために
次期衆議院総選挙の自民党公約［領土・主権問題関連の具体策］

○担当政府組織の設置
・国家として取り組みを強化するために、内閣府設置法を改正し
「領土・主権問題対策本部（仮称）」を政府に設置。
○歴史的・学術的な調査・研究を行う機関の新設
・新機関は研究成果を活用し、国内及び国際社会に対し、法と歴史
に基づく日本の主張について普及・啓発、広報活動を行う。
○国境離島の適切な振興・管理に資する「特定国境離島保全・振興
法」、「無人国境離島管理法」（国会提出済）などの法整備

○尖閣諸島の有人化と海の有効利用・安定的な維持管理のための国
有化（東京都との連携）

3年間の民主党政権による稚拙・誤った外交対応は、国家成立の基本をおびやかすまでに。

国の主権・領土をめぐる状況建て直しのために、一刻も早い国家体制の整備と国策変更を。

⇒解散・総選挙による政権再選択と日本外交の転換が必至。

①国民意識の統合　　②領土の保全　　③主権の確立
→国家の基本をおろそかにする国は、国際社会から信頼されず、国益を失う。

ロシア首相の国後島上陸に抗議する決議（自民党領土特命委員会　2012年7月4日）

①外務大臣声明を出し、国家として抗議の意志を明確にすること。
②駐ロシア日本大使を呼び戻し、事情を聴取すること。
③予定されている外務大臣のロシア訪問を見合わせること。
④北方領土をロシアによる「不法占拠」と呼ばないなどの､対ロシア外交方針を
再考すること。

→玄葉大臣は7月28日に予定通りロシア・ソチを訪問し、プーチン大統領・
ラヴロフ外相と会談。 →日本外交の対処方針に変化なし。

⇒自国の領土に勝手に上陸されながら、明確な抗議や対抗行動を起こさない日本。
日・ロの北方領土交渉そのものが有名無実化へ。

「国家」を成立させる３つの基本要素
8月15日、香港の活動家が魚釣島上陸

⇒２年前は接続水域に１隻で来て海保巡視船に追い出されていた中国船が
今や日本の領海内に堂々と侵入し、日本が中国に行っている主張と
同じことを言い放つように。

⇒中国が重ねる実力行使に、具体的な有効策を打てない日本。

平成24年8月16日（木）読売新聞より

※画像はインターネット資料より


